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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ピストンリングにかかる張力のピストンあたりの合計張力が１００Ｎ以下である火花点
火式内燃機関に用いられる潤滑油組成物であって、
　基油と、
　（Ａ）カルシウム系清浄剤と、
　（Ｂ１）ナトリウム系添加剤、及び（Ｂ２）マグネシウム系添加剤から選ばれる少なく
とも一種と、
　（Ｃ）無灰硫黄系添加剤と、を含む潤滑油組成物であり、
　該（Ａ）成分のカルシウム原子換算の含有量が、該潤滑油組成物の全量基準で０．０６
～０．１５質量％であり、
　該（Ｂ１）成分のナトリウム原子換算の含有量、及び該（Ｂ２）成分のマグネシウム原
子換算の含有量の合計が、該潤滑油組成物の全量基準で０．２質量％以下であり、
　該（Ｃ）成分の硫黄原子換算の含有量が、該潤滑油組成物の全量基準で０．０１質量％
以上であり、該（Ｂ２）成分のマグネシウム原子（Ｍｇ）及び／又は該（Ｂ１）成分のナ
トリウム原子（Ｎａ）と該（Ａ）成分のカルシウム原子（Ｃａ）との質量比［（Ｍｇ及び
／又はＮａ）／Ｃａ］が０．０５～１である、
ことを特徴とする火花点火式内燃機関用潤滑油組成物。
【請求項２】
　前記潤滑油組成物のＮｏａｃｋ蒸発減量が１０質量％以上である請求項１記載の火花点
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火式内燃機関用潤滑油組成物。
【請求項３】
　（Ａ）カルシウム系清浄剤が、塩基価が１０～６００ｍｇＫＯＨ／ｇのカルシウム系清
浄剤である請求項１又は２に記載の火花点火式内燃機関用潤滑油組成物。
【請求項４】
　（Ｂ１）ナトリウム系添加剤が、塩基価が１０～６００ｍｇＫＯＨ／ｇのナトリウム系
清浄剤である請求項１～３のいずれか１項に記載の火花点火式内燃機関用潤滑油組成物。
【請求項５】
　（Ｂ２）マグネシウム系添加剤が、塩基価が１０～６００ｍｇＫＯＨ／ｇのマグネシウ
ム系清浄剤である請求項１～４のいずれか１項に記載の火花点火式内燃機関用潤滑油組成
物。
【請求項６】
　さらに、（Ｄ）有機モリブデン系添加剤を含有し、該（Ｄ）成分のモリブデン原子換算
の含有量が、潤滑油組成物の全量基準で０．００５～０．２０質量％である請求項１～５
のいずれか１項に記載の火花点火式内燃機関用潤滑油組成物。
【請求項７】
　組成物全量基準の硫酸灰分が１．０質量％以下である請求項１～６のいずれか１項に記
載の火花点火式内燃機関用潤滑油組成物
【請求項８】
　さらに、粘度指数向上剤、分散剤、耐摩耗剤、極圧剤、非硫黄系酸化防止剤、及び消泡
剤から選ばれる少なくとも一種の潤滑油用添加剤を含む請求項１～７のいずれか１項に記
載の潤滑油組成物。
【請求項９】
　火花点火式内燃機関がガソリンエンジンである請求項１～８のいずれか１項に記載の火
花点火式内燃機関用潤滑油組成物。
【請求項１０】
　ピストンリングにかかる張力のピストンあたりの合計張力が１００Ｎ以下である火花点
火式内燃機関に用いられる潤滑油組成物の製造方法であって、
　基油に、
　（Ａ）カルシウム系清浄剤と、
　（Ｂ１）ナトリウム系添加剤、及び（Ｂ２）マグネシウム系添加剤から選ばれる少なく
とも一種と、
　（Ｃ）無灰硫黄系添加剤とを、
　該（Ａ）成分のカルシウム原子換算の含有量が、該潤滑油組成物の全量基準で０．０６
～０．１５質量％であり、
　該（Ｂ１）成分のナトリウム原子換算の含有量、及び該（Ｂ２）成分のマグネシウム原
子換算の含有量の合計が、該潤滑油組成物の全量基準で０．２質量％以下であり、
　該（Ｃ）成分の硫黄原子換算の含有量が、該潤滑油組成物の全量基準で０．０１質量以
上、
　該（Ｂ２）成分のマグネシウム原子（Ｍｇ）及び／又は該（Ｂ１）成分のナトリウム原
子（Ｎａ）と該（Ａ）成分のカルシウム原子（Ｃａ）との質量比［（Ｍｇ及び／又はＮａ
）／Ｃａ］が０．０５～１、
になるように配合する火花点火式内燃機関用潤滑油組成物の製造方法。
【請求項１１】
　ピストンリングにかかる張力のピストンあたりの合計張力が１００Ｎ以下である火花点
火式内燃機関の潤滑方法であって、
　基油と、
　（Ａ）カルシウム系清浄剤と、
　（Ｂ１）ナトリウム系添加剤、及び（Ｂ２）マグネシウム系添加剤から選ばれる少なく
とも一種と、
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　（Ｃ）無灰硫黄系添加剤と、を含む潤滑油組成物であり、
　該（Ａ）成分のカルシウム原子換算の含有量が、該潤滑油組成物の全量基準で０．０６
～０．１５質量％であり、
　該（Ｂ１）成分のナトリウム原子換算の含有量、及び該（Ｂ２）成分のマグネシウム原
子換算の含有量の合計が、該潤滑油組成物の全量基準で０．２質量％以下であり、
　該（Ｃ）成分の硫黄原子換算の含有量が、該潤滑油組成物の全量基準で０．０１質量％
以上であり、該（Ｂ２）成分のマグネシウム原子（Ｍｇ）及び／又は該（Ｂ１）成分のナ
トリウム原子（Ｎａ）と該（Ａ）成分のカルシウム原子（Ｃａ）との質量比［（Ｍｇ及び
／又はＮａ）／Ｃａ］が０．０５～１である、
潤滑油組成物を用いて潤滑する火花点火式内燃機関の潤滑方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、火花点火式内燃機関用潤滑油組成物、該潤滑油組成物の製造方法、該潤滑油
組成物を用いた火花点火式内燃機関、及び該内燃機関の潤滑方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　環境問題への意識の高まりから、内燃機関を有する自動車等の燃費性能の向上が求めら
れている。燃費性能の向上のための一例として、内燃機関のピストンリングとシリンダ内
壁との摩擦による摩擦損失を低減する方法が知られている（特許文献１参照）。この方法
では、ピストンリングにかかる張力を低減することによって、摩擦損失を低減している。
　他方、内燃機関に用いられる潤滑油組成物の粘度を低く設定することによっても、燃費
性能を向上することができる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１２－２１５２３８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、ピストンリング張力を低減し過ぎると、潤滑油組成物が燃焼室内に侵入
し、いわゆるオイル上がりが起きやすくなる。また、低粘度の潤滑油組成物を使用した場
合も同様に、流動抵抗が少なくオイルリングにおける透過量が増えることから、オイル上
がりが起こりやすくなる。
【０００５】
　オイル上がりにより燃焼室内に侵入した潤滑油組成物は、高熱に晒されて、基油が蒸発
し、潤滑油組成物に配合された金属系添加剤が濃縮される。潤滑油組成物には清浄剤を向
上させるために、金属系添加剤として例えばカルシウム系清浄剤が添加されるが、この金
属系添加剤が濃縮されると、燃焼状態の悪化を引き起こし、ノッキングの原因となると考
えられている。
【０００６】
　そこで、本発明は、オイル上がりが発生し易い火花点火式内燃機関においても、燃焼状
態が良好となる添加剤やその添加量を見極めたうえで、優れた清浄性を有する内燃機関用
潤滑油組成物、該潤滑油組成物の製造方法、該潤滑油組成物を用いた火花点火式内燃機関
、及び該内燃機関の潤滑方法の提供を目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明者らは、下記の構成を有する潤滑油組成物により、オイル上がりが発生しても、
燃焼状態を良好にするともに、優れた清浄性が得られることを見出した。
【０００８】
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　本発明は、
［１］ピストンリングにかかる張力のピストンあたりの合計張力が１００Ｎ以下である火
花点火式内燃機関に用いられる潤滑油組成物であって、基油と、（Ａ）カルシウム系清浄
剤と、（Ｂ１）ナトリウム系添加剤、及び（Ｂ２）マグネシウム系添加剤から選ばれる少
なくとも一種と、（Ｃ）無灰硫黄系添加剤と、を含む潤滑油組成物であり、該（Ａ）成分
のカルシウム原子換算の含有量が、該潤滑油組成物の全量基準で０．１５質量％以下であ
り、該（Ｂ１）成分のナトリウム原子換算の含有量、及び該（Ｂ２）成分のマグネシウム
原子換算の含有量の合計が、該潤滑油組成物の全量基準で０．２質量％以下であり、該（
Ｃ）成分の硫黄原子換算の含有量が、該潤滑油組成物の全量基準で０．０１質量％以上で
ある、ことを特徴とする火花点火式内燃機関用潤滑油組成物、
【０００９】
［２］ピストンリングにかかる張力のピストンあたりの合計張力が１００Ｎ以下である火
花点火式内燃機関に用いられる潤滑油組成物の製造方法であって、基油に、（Ａ）カルシ
ウム系清浄剤と、（Ｂ１）ナトリウム系添加剤、及び（Ｂ２）マグネシウム系添加剤から
選ばれる少なくとも一種と、（Ｃ）無灰硫黄系添加剤とを、該（Ａ）成分のカルシウム原
子換算の含有量が、該潤滑油組成物の全量基準で０．１５質量％以下であり、該（Ｂ１）
成分のナトリウム原子換算の含有量、及び該（Ｂ２）成分のマグネシウム原子換算の含有
量の合計が、該潤滑油組成物の全量基準で０．２質量％以下であり、該（Ｃ）成分の硫黄
原子換算の含有量が、該潤滑油組成物の全量基準で０．０１質量以上、になるように配合
する火花点火式内燃機関用潤滑油組成物の製造方法、
【００１０】
［３］ピストンリングにかかる張力のピストンあたりの合計張力が１００Ｎ以下である火
花点火式内燃機関であって、基油と、（Ａ）カルシウム系清浄剤と、（Ｂ１）ナトリウム
系添加剤、及び（Ｂ２）マグネシウム系添加剤から選ばれる少なくとも一種と、（Ｃ）無
灰硫黄系添加剤と、を含む潤滑油組成物であり、該（Ａ）成分のカルシウム原子換算の含
有量が、該潤滑油組成物の全量基準で０．１５質量％以下であり、該（Ｂ１）成分のナト
リウム原子換算の含有量、及び該（Ｂ２）成分のマグネシウム原子換算の含有量の合計が
、該潤滑油組成物の全量基準で０．２質量％以下であり、該（Ｃ）成分の硫黄原子換算の
含有量が、該潤滑油組成物の全量基準で０．０１質量％以上である、潤滑油組成物が用い
られる火花点火式内燃機関、及び
【００１１】
［４］ピストンリングにかかる張力のピストンあたりの合計張力が１００Ｎ以下である火
花点火式内燃機関であって、基油と、（Ａ）カルシウム系清浄剤と、（Ｂ１）ナトリウム
系添加剤、及び（Ｂ２）マグネシウム系添加剤から選ばれる少なくとも一種と、（Ｃ）無
灰硫黄系添加剤と、を含む潤滑油組成物であり、該（Ａ）成分のカルシウム原子換算の含
有量が、該潤滑油組成物の全量基準で０．１５質量％以下であり、該（Ｂ１）成分のナト
リウム原子換算の含有量、及び該（Ｂ２）成分のマグネシウム原子換算の含有量の合計が
、該潤滑油組成物の全量基準で０．２質量％以下であり、該（Ｃ）成分の硫黄原子換算の
含有量が、該潤滑油組成物の全量基準で０．０１質量％以上である、潤滑油組成物を用い
て潤滑する火花点火式内燃機関の潤滑方法、
を提供するものである。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明によれば、オイル上がりが発生しても燃焼状態を良好にするとともに、優れた清
浄性を有する内燃機関用潤滑油組成物、該潤滑油組成物の製造方法、該潤滑油組成物を用
いた火花点火式内燃機関、及び該内燃機関の潤滑方法を提供できる。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】本発明の実施形態に係る火花点火式内燃機関１を説明する構成図である。
【発明を実施するための形態】
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【００１４】
　以下、本発明をさらに詳細に説明する。
［火花点火式内燃機関用潤滑油組成物］
　本発明の実施形態に係る火花点火式内燃機関用潤滑油組成物は、基油と、（Ａ）カルシ
ウム系清浄剤と、（Ｂ１）ナトリウム系添加剤、及び（Ｂ２）マグネシウム系添加剤から
選ばれる少なくとも一種と、（Ｃ）無灰硫黄系添加剤と、を含む潤滑油組成物であり、該
（Ａ）成分のカルシウム原子換算の含有量が、該潤滑油組成物の全量基準で０．１５質量
％以下であり、該（Ｂ１）成分のナトリウム原子換算の含有量、及び該（Ｂ２）成分のマ
グネシウム原子換算の含有量の合計が、該潤滑油組成物の全量基準で０．２質量％以下で
あり、該（Ｃ）成分の硫黄原子換算の含有量が、該潤滑油組成物の全量基準で０．０１質
量％以上である、ことを特徴とするものである。
【００１５】
　＜基油＞
　本発明の一実施形態に係る潤滑油組成物で用いられる基油としては、従来、内燃機関用
潤滑油の基油として使用されている鉱油や合成油の中から任意のものを適宜選択して使用
することができる。
　鉱油としては、例えば、パラフィン基系原油、中間基系原油あるいはナフテン基系原油
を常圧蒸留するか、あるいは常圧蒸留の残渣油を減圧蒸留して得られる留出油、またはこ
れを常法にしたがって精製することによって得られる精製油、例えば、溶剤精製油、水添
精製油、脱蝋処理油、白土処理油などを挙げることができる。
【００１６】
　また、合成油としては、例えば、ポリブテン、及びα－オレフィン単独重合体又は共重
合体（例えば、エチレン－α－オレフィン共重合体等の炭素数８～１４のα－オレフィン
単独重合体又は共重合体）等のポリ－α－オレフィン（ＰＡＯ）；ポリオールエステル、
二塩基酸エステル、リン酸エステル等の各種エステル；ポリフェニルエーテル等の各種エ
ーテル；ポリグリコール；アルキルベンゼン；アルキルナフタレン；フィッシャー・トロ
プシュ法等により製造されるワックス（ＧＴＬワックス）を異性化することで得られる合
成油等が挙げられる。
　本発明においては、基油として上記鉱油、合成油をそれぞれ一種用いてもよく、二種以
上組み合わせて用いてもよい。また、鉱油と合成油を混合して使用してもよい。
【００１７】
　基油の粘度については、潤滑油組成物の用途に応じて適宜決定しうるが、通常１００℃
の動粘度が２ｍｍ２／ｓ以上３０ｍｍ２／ｓ以下、好ましくは２ｍｍ２／ｓ以上１５ｍｍ
２／ｓ以下、より好ましくは２ｍｍ２／ｓ以上１０ｍｍ２／ｓ以下である。１００℃にお
ける動粘度が２ｍｍ２／ｓ以上であると蒸発損失が少なく、一方、３０ｍｍ２／ｓ以下で
あると、粘性抵抗による動力損失があまり大きくないので、燃費改善効果が得られる。
　また、基油としては、粘度指数が通常８０以上、好ましくは１００以上、より好ましく
は１２０以上である。粘度指数が８０以上の基油は、温度の変化による粘度変化が小さい
ため好ましい。
【００１８】
　基油として鉱油同士、合成油同士、及び鉱油と合成油とを混合して使用する場合には、
混合した後の粘度が上記範囲に含まれるものであればよい。一例として、ＡＰＩ分類グル
ープ３に該当する粘度指数１２０以上の鉱物油及び／又はポリ－α－オレフィン（ＰＡＯ
）を含有するものであればよい。
　なお、火花点火式内燃機関用潤滑油組成物の全量基準に対する基油の含有量は、６０質
量％以上が好ましく、７０質量％以上がより好ましく、８０質量％以上が更に好ましい。
また、含有量の上限としては、９９質量％が好ましく、９５質量％以下がより好ましい。
【００１９】
＜（Ａ）カルシウム系清浄剤＞
　本発明の一実施形態に係る潤滑油組成物で用いられる（Ａ）カルシウム系清浄剤として



(6) JP 6572581 B2 2019.9.11

10

20

30

40

50

は、例えばスルフォネート、フェネート、及びサリシレートのカルシウム塩が挙げられ、
これらを単独で、又は複数種を組み合わせて用いることができる。清浄性の観点から、サ
リシレートのカルシウム塩（カルシウムサリシレート）が好ましい。
【００２０】
　スルフォネートのカルシウム塩は、分子量が３００～１，５００のものが好ましく、４
００～７００のものがより好ましく、アルキル芳香族化合物をスルホン化することによっ
て得られるアルキル芳香族スルホン酸のカルシウム塩が好ましく用いられる。
　フェネートとしては、アルキルフェノール、アルキルフェノールサルファイド、アルキ
ルフェノールのマンニッヒ反応物のカルシウム塩が好ましく用いられる。
　また、サリシレートとしては、アルキルサリチル酸のカルシウム塩が好ましく用いられ
る。
【００２１】
　カルシウム系清浄剤を構成するアルキル基としては、炭素数４～３０のものが好ましく
、より好ましくは炭素数６～１８のアルキル基であり、これらは直鎖状でも分枝状でもよ
い。これらはまた、１級アルキル基、２級アルキル基又は３級アルキル基でもよい。
【００２２】
　また、スルフォネート、フェネート及びサリシレートのカルシウム塩としては、前記の
アルキル芳香族スルホン酸、アルキルフェノール、アルキルフェノールサルファイド、ア
ルキルフェノールのマンニッヒ反応物、アルキルサリチル酸等を、直接カルシウムの酸化
物や水酸化物等のカルシウム塩基と反応させたり、又は一度ナトリウム塩やカリウム塩等
のアルカリ金属塩としてからカルシウム塩と置換させること等により得られる中性カルシ
ウムスルフォネート、中性カルシウムフェネート及び中性カルシウムサリシレート等の中
性カルシウム系清浄剤だけでなく、これらの中性カルシウム系清浄剤と過剰のカルシウム
塩やカルシウム塩基を水の存在下で加熱することにより得られる塩基性カルシウムスルフ
ォネート、塩基性カルシウムフェネート及び塩基性カルシウムサリシレート等の塩基性カ
ルシウム系清浄剤や、炭酸ガスの存在下で中性カルシウムスルフォネート、中性カルシウ
ムフェネート及び中性カルシウムサリシレートをカルシウムの炭酸塩又はホウ酸塩を反応
させることにより得られる過塩基性カルシウムスルフォネート、過塩基性カルシウムフェ
ネート及び過塩基性カルシウムサリシレート等の過塩基性カルシウム系清浄剤も含まれる
。
【００２３】
　カルシウム系清浄剤の金属比は、通常２０以下のものを一種又は二種以上混合して使用
できる。
　なお、ここでいう金属比とは、金属系清浄剤（この場合は、カルシウム系清浄剤）にお
ける金属元素の価数×金属元素含有量（モル％）／せっけん基含有量（モル％）で表され
、金属元素とはカルシウムであり、せっけん基とは、スルホン酸基、フェノール基及びサ
リチル酸基等を意味する。
【００２４】
　カルシウム系清浄剤に含まれるカルシウム原子の含有量は、清浄性の観点から、１～２
０質量％が好ましく、２～１５質量％がより好ましく、３～１０質量％が更に好ましい。
【００２５】
　カルシウム系清浄剤の塩基価は、清浄性及び酸中和性能の観点から、１０～６００ｍｇ
ＫＯＨ／ｇが好ましく、５０～３００ｍｇＫＯＨ／ｇがより好ましく、１００～２５０ｍ
ｇＫＯＨ／ｇがさらに好ましい。
　なお、ここでいう塩基価とは、ＪＩＳ　Ｋ２５０１「石油製品及び潤滑油－中和価試験
法」の７．に準拠して測定される塩酸法による塩基価を意味する。
【００２６】
　（Ａ）カルシウム系清浄剤のカルシウム原子換算の含有量は、潤滑油組成物の全量基準
で０．１５質量％以下である。（Ａ）成分の含有量が０．１５質量％以下であると、オイ
ル上がりが発生しても、燃焼状態を良好なものとすることができる。これと同様の観点か
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ら、また清浄性及び燃費性能も考慮すると、（Ａ）成分の含有量は、０．０５～０．１５
質量％が好ましく、０．０６～０．１５質量％がより好ましく、０．０８～０．１５質量
％が更に好ましい。
【００２７】
＜（Ｂ１）ナトリウム系添加剤＞
　本発明の一実施形態に係る潤滑油組成物は、（Ｂ１）ナトリウム系添加剤、及び（Ｂ２
）マグネシウム系添加剤から選ばれる少なくとも一種を含む。
　本発明で用いられる（Ｂ１）ナトリウム系添加剤としては、例えばナトリウム系清浄剤
が好ましく挙げられる。ナトリウム系清浄剤としては、例えばスルフォネート、フェネー
ト、及びサリシレートのナトリウム塩が挙げられ、これらを単独で、又は複数種を組み合
わせて用いることができる。清浄性の観点から、スルフォネートのナトリウム塩（ナトリ
ウムスルフォネート）が好ましい。
【００２８】
　上記のナトリウム系清浄剤について、スルフォネート、フェネート、及びサリシレート
は、上記のカルシウム系清浄剤におけるスルフォネート、フェネート、及びサリシレート
の説明と同じである。また、塩基性ナトリウム系清浄剤、過塩基性ナトリウム系清浄剤を
採用しうることも、カルシウム系清浄剤における説明と同じである。
【００２９】
　ナトリウム系清浄剤に含まれるナトリウム原子の含有量は、清浄性の観点から、１～２
５質量％が好ましく、５～２５質量％がより好ましく、１０～２０質量％が更に好ましい
。
　また、ナトリウム系清浄剤の塩基価は、清浄性及び酸中和性能の観点から、１０～６５
０ｍｇＫＯＨ／ｇが好ましく、１００～６００ｍｇＫＯＨ／ｇがより好ましく、３００～
５５０ｍｇＫＯＨ／ｇがさらに好ましい。
【００３０】
＜（Ｂ２）マグネシウム系添加剤＞
　本発明の一実施形態に係る潤滑油組成物で用いられる（Ｂ２）マグネシウム系添加剤と
しては、例えばマグネシウム系清浄剤が好ましく挙げられる。マグネシウム系清浄剤とし
ては、例えばスルフォネート、フェネート、及びサリシレートのマグネシウム塩が挙げら
れ、これらを単独で、又は複数種を組み合わせて用いることができる。清浄性の観点から
、サリシレートのマグネシウム塩（マグネシウムサリシレート）が好ましい。
【００３１】
　上記のマグネシウム系清浄剤について、スルフォネート、フェネート、及びサリシレー
トは、上記のカルシウム系清浄剤におけるスルフォネート、フェネート、及びサリシレー
トの説明と同じである。また、塩基性マグネシウム系清浄剤、及び過塩基性マグネシウム
系清浄剤を採用しうることも、カルシウム系清浄剤における説明と同じである。
【００３２】
　マグネシウム系清浄剤に含まれるマグネシウム原子の含有量は、清浄性の観点から、１
～２５質量％が好ましく、２～２０質量％がより好ましく、５～２０質量％が更に好まし
い。
　また、マグネシウム系清浄剤の塩基価は、清浄性及び酸中和性能の観点から、１０～６
５０ｍｇＫＯＨ／ｇが好ましく、１００～６００ｍｇＫＯＨ／ｇがより好ましく、２００
～５５０ｍｇＫＯＨ／ｇがさらに好ましい。
【００３３】
＜（Ａ）、（Ｂ１）、及び（Ｂ２）成分の含有量＞
　本発明の一実施形態に係る潤滑油組成物は、（Ｂ１）ナトリウム系添加剤、及び（Ｂ２
）マグネシウム系添加剤から選らばれる少なくとも一種を、ナトリウム原子換算の含有量
とマグネシウム原子換算の含有量との合計の含有量として、該潤滑油組成物の全量基準で
０．２質量％以下含む。含有量が上記範囲内であると、優れた清浄性が得られ、また燃焼
状態を良好なものとすることができる。これと同様の観点から、ナトリウム原子換算の含
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有量とマグネシウム原子換算の含有量との合計の含有量は、０．００５～０．２０質量％
が好ましく、０．０１～０．１５質量％がより好ましく、０．０１～０．１０質量％が更
に好ましい。
【００３４】
　また、（Ａ）カルシウム系清浄剤と、（Ｂ１）ナトリウム系添加剤及び（Ｂ２）マグネ
シウム系添加剤との関係として、該マグネシウム系添加剤に含まれるマグネシウム原子（
Ｍｇ）及び／又は該ナトリウム系添加剤に含まれるナトリウム原子（Ｎａ）とカルシウム
原子（Ｃａ）との質量比［（Ｍｇ及び／又はＮａ）／Ｃａ］が０．０３～３．５であるこ
とが好ましい。（Ａ）カルシウム系清浄剤の含有量と、（Ｂ１）ナトリウム系添加剤及び
（Ｂ２）マグネシウム系添加剤の含有量とが、上記関係を有することで、優れた清浄性が
得られ、また燃焼状態を良好なものとすることができる。これと同様の観点から、マグネ
シウム原子（Ｍｇ）及び／又はナトリウム原子（Ｎａ）とカルシウム原子（Ｃａ）との質
量比［（Ｍｇ及び／又はＮａ）／Ｃａ］は、０．０５～２．５が好ましく、０．０５～１
がより好ましく、０．０６～０．８が更に好ましい。
【００３５】
＜（Ｃ）無灰硫黄系添加剤＞
　本発明の一実施形態に係る潤滑油組成物は、（Ｃ）無灰硫黄系添加剤を含む。
　（Ｃ）無灰硫黄系添加剤としては、硫黄を含有し、かつ金属原子を含まない添加剤であ
れば特に制限はなく、例えば、チアジン類、ジチアジン類、イミダゾールチオン類、イミ
ダゾールジチオン類、チアゾール類、ジチアゾール類、チアジアゾール類、ジチアジアゾ
ール類、ジチオカーバメート類等の硫黄含有アミン系添加剤；チオクレゾール類、ジチオ
クレゾール類、チオフェノール類、ジチオフェノール類等の芳香族メルカプタン系添加剤
；チオプロピオネート類、ジチオプロピオネート類、チオジプロピオネート類、ジチオジ
プロピオネート類等のチオプロピオネート系添加剤；硫化油脂類、サルファイド類、ジサ
ルファイド類、スルホン酸類、硫黄含有フェノール類等の酸化防止剤、酸素捕捉剤、耐摩
耗剤、極圧剤等として知られるものが挙げられ、これらを単独で、又は複数種を組み合わ
せて用いることができる。
【００３６】
　また、上記以外の無灰硫黄系添加剤としては、硫黄を含む複素環、例えば、ベンゾチオ
フェン環、ナフトチオフェン環、ジベンゾチオフェン環、チエノチオフェン環、ジチエノ
ベンゼン環、チオフェン環、ナフトチアゾール環、イソチアゾール環、ナフトイソチアゾ
ール環、フェノチアジン環、フェノキサチイン環、ジチアナフタレン環、チアントレン環
、チオキサンテン環、ビチオフェン環等の硫黄含有複素環を有し、好ましくは該複素環の
炭素原子に少なくとも一つの硫黄原子が結合した構造を有する、主に耐摩耗剤として用い
られる添加剤も好ましく挙げられる。
【００３７】
　これらの中でも、炭素数１～２０の直鎖状又は分岐状のアルキル基を有するジアルキル
ジチオカーバメート等のジチオカーバメート類；例えば、ジドデシルチオプロピオネート
、ジオクタデシルチオプロピオネート、ジミリスチルチオプロピオネート、ドデシルオク
タデシルチオプロピオネート等の炭素数１～２０の直鎖状又は分岐状のアルキル基を有す
るジアルキルチオプロピオネート等のチオプロピオネート類；該チオプロピオネート類に
対応するジアルキルチオジプロピオネート等のチオジプロピオネート類；炭素数１～２０
の直鎖状又は分岐状のアルキル基を有するアルキルチアゾール、アミノアルキルチアゾー
ル、アルキルベンゾチアゾール、アルキルメルカプトチアゾールや、アミノチアゾール、
ベンゾチアゾール等のチアゾール類；例えば、ビス（３－メチル－４－ヒドロキシ－５－
ｔ－ブチルベンジル）サルファイド等のベンジルサルファイド、例えば、テトラフタロイ
ル－ジ（２，６－ジメチル－４－ｔ－ブチル－３－ヒドロキシベンジルサルファイド）等
のヒドロキシベンジルサルファイド、例えば、ジドデシルサルファイド、ジオクタデシル
サルファイド等の炭素数１～２０の直鎖状又は分岐状のアルキル基を有するジアルキルサ
ルファイド等のサルファイド類；上記サルファイド類に対応するジサルファイド類；例え
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ば、２，２’－チオビス－（６－ｔ－ブチル－４－メチルフェノール）、４，４’－[チ
オビス(エチレンオキシカルボニルエチレン)]ビス(２，６－ジ－ｔ－ブチルフェノール)
、トリデシル－３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシベンジルチオアセテート、２，
６－ジ－ｔ－ブチル－４－（４，６－ビス（オクチルチオ）－１，３，５－トリアジン－
２－イルアミノ）フェノール、２－オクチルチオ－４，６－ジ（３，５－ジ－ｔ－ブチル
－４－ヒドロキシフェノキシ）－ｓ－トリアジン等の、少なくとも炭素数１～２０の直鎖
状又は分岐状のアルキル基等で置換されていてもよいフェノール基を有し、該フェノール
基とともに、アミノ基、イミノ基、アミド基、イミド基、ピリジル基、ピラジン基、トリ
アジン基、及びベンゾイミダゾール基等の含窒素有機基や含窒素複素環基、及び炭素数１
～２０の直鎖状又は分岐状のアルキル基を有していてもよく、また、これらの基がアルキ
レン基、シクロアルキレン基、アルケニレン基、アリーレン基等の２価の有機基、－ＮＨ
－、－Ｏ－、－Ｓ－、－ＣＯＯ－等により連結されていてもよい、硫黄含有フェノール類
が好ましい。なお、上記のように、本発明で用いられる無灰硫黄系添加剤は、その分子内
に環状構造を有していても、有していなくてもよく、また硫黄を含む複素環を有していて
も、有していなくてもよい。
【００３８】
　無灰硫黄系添加剤に含まれる硫黄原子の含有量は、使用する添加剤にもよるが、通常１
～４０質量％であり、３～３５質量％が好ましい。また、チオプロピオネート系添加剤、
サルファイド類、及びジサルファイド類については、３～１５質量％がより好ましい。硫
黄原子の含有量が上記範囲内であると、燃焼状態を良好なものとすることができるととも
に、優れた清浄性、及び燃費性能が得られる。
【００３９】
　（Ｃ）無灰硫黄含有添加剤の硫黄原子換算の含有量は、潤滑油組成物の全量基準で０．
０１質量％以上である。（Ｃ）成分の含有量が０．０１質量％未満であると、清浄性が得
られず、また、燃焼状態を良好なものとすることができない。これと同様の観点から、（
Ｃ）成分の硫黄原子換算の含有量は、０．０１～３質量％が好ましく、０．０３～１質量
％がより好ましく、０．０３～０．５質量％が更に好ましい。
【００４０】
＜（Ｄ）有機モリブデン系添加剤＞
　本発明の一実施形態に係る潤滑油組成物は、（Ｄ）有機モリブデン系添加剤を含有する
ことができる。有機モリブデン系添加剤としては、例えば、モリブデン系摩擦調整剤、モ
リブデン系酸化防止剤を使用することができる。
【００４１】
　モリブデン系摩擦調整剤としては、内燃機関用潤滑油の摩擦調整剤として通常用いられ
る任意の化合物がいずれも使用可能であり、例えば、モリブデンアミン錯体及び／又は硫
化オキシモリブデンジチオカーバーメート、三核モリブデン硫黄化合物、モリブデンジチ
オフォスフェートから選択される少なくとも１種が挙げられ、より具体的には、ジチオカ
ルバミン酸モリブデン（ＭｏＤＴＣ）、ジチオリン酸モリブデン（ＭｏＤＴＰ）及びモリ
ブデン酸のアミン塩から選ばれる少なくとも一種を用いることができる。
【００４２】
　モリブデン系酸化防止剤としては、モリブデンアミン錯体が好ましいものとして挙げら
れ、該モリブデンアミン錯体としては、６価のモリブデン化合物、具体的には三酸化モリ
ブデン及び／又はモリブデン酸とアミン化合物とを反応させてなるもの、例えば特開２０
０３－２５２８８７号公報に記載の製造方法で得られる化合物を用いることができる。
　前記６価のモリブデン化合物とアミン化合物との反応比は、アミン化合物１モルに対し
、モリブデン化合物のＭｏ原子のモル比が、０．７～５であることが好ましく、０．８～
４であることがより好ましく、１～２．５であることがさらに好ましい。反応方法につい
ては、従来公知の方法、例えば特開２００３－２５２８８７号公報に記載されている方法
を採用することができる。
　また本発明においては、モリブデン系酸化防止剤として、上記モリブデンアミン錯体以
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るコハク酸イミドの硫黄含有モリブデン錯体を用いることもできる。
【００４３】
　本発明において、（Ｄ）成分としては、燃費性能の観点から、モリブデン系摩擦調整剤
が好ましく、中でもジチオカルバミン酸モリブデン（ＭｏＤＴＣ）、ジチオリン酸モリブ
デン（ＭｏＤＴＰ）及びモリブデン酸のアミン塩から選ばれる少なくとも一種が好ましく
、特にジチオカルバミン酸モリブデン（ＭｏＤＴＣ）が好ましい。
【００４４】
　（Ｄ）成分の含有量は、潤滑油組成物全量基準で０．０５～５質量％が好ましく、０．
１～３質量％がより好ましく、０．３～１．５質量％がより好ましい。また、（Ｄ）成分
のモリブデン原子換算の含有量は、潤滑油組成物の全量基準で、０．００５～０．２０質
量％であることが好ましい。耐摩耗性を維持する観点から、０．０１～０．１５質量％が
より好ましく、０．０３～０．１５質量％が更に好ましい。
【００４５】
＜添加剤＞
　本発明の実施形態に係る潤滑油組成物は、さらに、粘度指数向上剤、分散剤、極圧剤、
非硫黄系酸化防止剤、及び消泡剤から選ばれる少なくとも１種の添加剤を含有することが
好ましい。
【００４６】
（粘度指数向上剤）
　粘度指数向上剤としては、例えば、ポリ（メタ）アクリレート（分散型、非分散型）、
オレフィン系共重合体（例えば、エチレン－プロピレン共重合体など）、分散型オレフィ
ン系共重合体、スチレン系共重合体（例えば、スチレン－ジエン共重合体、スチレン－イ
ソプレン共重合体など）等が挙げられ、中でもポリ（メタ）アクリレートが好ましい。
【００４７】
　また、これらの粘度指数向上剤は、重量平均分子量（Ｍｗ）１０，０００～１，０００
，０００が好ましく、３０，０００～６００，０００より好ましく、１００，０００～６
００，０００が更に好ましい。分子量が上記範囲内であると、優れた省燃費性が得られる
。ここで、重量平均分子量は、ＧＰＣによって測定され、ポリスチレンを検量線として得
られる値であり、詳細には以下の条件で測定されるものである。
　　カラム　：ＴＳＫ　ｇｅｌ　ＧＭＨ６　２本　　　　測定温度：４０℃
　　試料溶液：０．５質量％のＴＨＦ溶液　　　　　　　検出装置：屈折率検出器
　　標準　　：ポリスチレン
【００４８】
　これら粘度指数向上剤の配合量は、所望の粘度（例えば、１５０℃ＨＴＨＳ粘度）に応
じて適宜決定すればよく、配合効果の点から、潤滑油組成物基準で、好ましくは０．０１
～１０．００質量％、より好ましくは０．０５～５．００質量％、更に好ましくは０．０
５～２．００質量％である。
　ここで、ポリ（メタ）アクリレートの含有量は、ポリ（メタ）アクリレートからなる樹
脂分のみの含有量を意味し、例えば該ポリ（メタ）アクリレートとともに含有する希釈油
等の質量は含まれない、固形分基準の含有量である。
【００４９】
（分散剤）
　分散剤としては、非ホウ素化イミド系分散剤を用いることができる。非ホウ素化イミド
系分散剤は、通常、イミド系分散剤といわれるものである。該イミド系分散剤としては、
コハク酸イミドを用いることが好適である。コハク酸イミドとしては、次の一般式（１）
で示されるモノタイプ、及び（２）で示されるビスタイプの化合物が挙げられる。
【００５０】
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【化１】

【００５１】
　上記一般式（１）及び（２）において、Ｒ１、Ｒ３及びＲ４は、各々数平均分子量が５
００～４，０００のアルケニル基又はアルキル基で、Ｒ３及びＲ４は同一でも異なってい
てもよい。Ｒ１、Ｒ３及びＲ４の数平均分子量は、好ましくは１，０００～４，０００で
ある。
　上記Ｒ１、Ｒ３及びＲ４の数平均分子量が５００以上であれば、基油への溶解性が良好
であり、４，０００以下であれば良好な分散性が得られ、優れた清浄性が得られる。
【００５２】
　Ｒ２、Ｒ５及びＲ６は、各々炭素数２～５のアルキレン基で、Ｒ５及びＲ６は同一でも
異なっていてもよい。
　ｍは１～１０の整数であり、好ましくは２～５の整数、より好ましくは３又は４である
。ｍが１以上であると分散性が良好であり、１０以下であると基油に対する溶解性も良好
であり、優れた清浄性が得られる。また、ｎは０～１０の整数であり、好ましくは１～４
の整数、より好ましくは２又は３である。ｎが上記範囲内であれば、分散性及び基油に対
する溶解性の点で好ましく、優れた清浄性が得られる。
【００５３】
　コハク酸イミドは、通常、ポリオレフィンと無水マレイン酸との反応で得られるアルケ
ニルコハク酸無水物、又はそれを水添して得られるアルキルコハク酸無水物を、ポリアミ
ンと反応させることによって製造することができる。また、モノタイプのコハク酸イミド
化合物及びビスタイプのコハク酸イミド化合物は、アルケニルコハク酸無水物又はアルキ
ルコハク酸無水物とポリアミンとの反応比率を変えることによって製造することができる
。
　ポリアミンとしては、エチレンジアミン、プロピレンジアミン、ブチレンジアミン等の
単一ジアミン、ジエチレントリアミン、トリエチレンテトラミン、テトラエチレンペンタ
ミン、ペンタエチレンヘキサミン、ジ（メチルエチレン）トリアミン、ジブチレントリア
ミン、トリブチレンテトラミン等のポリアルキレンポリアミン、アミノエチルピペラジン
等のピペラジン誘導体を挙げることができる。
【００５４】
　コハク酸イミドの含有量は、清浄性を考慮すると、潤滑油組成物の全量基準で０．１～
１０質量％が好ましく、０．３～８質量％がより好ましく、０．５～５質量％が更に好ま
しく、またコハク酸イミドの潤滑油組成物全量基準の窒素原子換算の含有量は、０．００
５～０．３質量％が好ましく、０．０１～０．１質量％がより好ましい。
【００５５】
　ホウ素化コハク酸イミドは、例えば、上述のポリオレフィンと無水マレイン酸との反応
で得られるアルケニルコハク酸無水物、アルキルコハク酸無水物を、上記のポリアミン及
びホウ素化合物と反応させることで製造することができる。
　ホウ素化合物としては、例えば、酸化ホウ素、ハロゲン化ホウ素、ホウ酸、ホウ酸無水
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物、ホウ酸エステル、ホウ酸のアンモニウム塩等が挙げられる。
　なお、ホウ素化コハク酸イミドにおけるホウ素含有量Ｂと窒素含有量Ｎとの質量比、Ｂ
／Ｎは、通常０．１～３が好ましく、０．２～１であるものが好ましい。
【００５６】
　ホウ素化コハク酸イミドの含有量は、清浄性を考慮すると、潤滑油組成物の全量基準で
０．１～１０質量％が好ましく、０．３～８質量％がより好ましく、０．５～５質量％が
更に好ましく、またホウ素化コハク酸イミドの潤滑油組成物全量基準のホウ素原子換算の
含有量は、０．００５～０．３質量％が好ましく、０．０１～０．１質量％がより好まし
い。
【００５７】
　また、本発明の潤滑油組成物においては、上述したコハク酸イミドと、アルコール、ア
ルデヒド、ケトン、アルキルフェノール、環状カーボネート、エポキシ化合物、有機酸等
とを反応させた変性ポリブテニルコハク酸イミドを用いることもできる。
【００５８】
（耐摩耗剤）
　耐摩耗剤としては、例えば、下記一般式（３）で示されるジアルキルジチオリン酸亜鉛
、ジアルキルジオキシリン酸亜鉛等のジチオリン酸亜鉛が好ましく挙げられる。
【００５９】
【化２】

【００６０】
　上記一般式（３）中、Ｘは各々独立に酸素原子又は硫黄原子であり、少なくとも２つは
同じ原子である。Ｒ７及びＲ８は、各々独立に炭素数３～２２の第１級もしくは第２級の
アルキル基、又は炭素数３～１８のアルキル基で置換されたアルキルアリール基を示す。
　ここで、炭素数３～２２の１級もしくは２級のアルキル基としては、第１級もしくは第
２級のプロピル基、ブチル基、ペンチル基、ヘキシル基、へプチル基、オクチル基、ノニ
ル基、デシル基、ドデシル基、テトラデシル基、ヘキサデシル基、オクタデシル基、イコ
シル基等が挙げられる。また、炭素数３～１８のアルキル基で置換されたアルキルアリー
ル基としては、例えばプロピルフェニル基、ペンチルフェニル基、オクチルフェニル基、
ノニルフェニル基、ドデシルフェニル基等が挙げられる。
【００６１】
　本発明においては、上記のジチオリン酸亜鉛としては、単独で又は複数種を組み合わせ
て用いてもよいが、耐摩耗性を高める観点から、特に第２級アルキル基を有するジチオリ
ン酸亜鉛を用いることが好ましい。
【００６２】
　また、耐摩耗剤としては、上記のジチオリン酸以外にも、脂肪族アミン、脂肪酸エステ
ル、脂肪酸アミド、脂肪酸、脂肪族アルコール、脂肪族エーテル等の無灰摩擦調整剤等の
耐摩耗剤を用いることもできる。
【００６３】
　耐摩耗剤の含有量は、潤滑油組成物の全量基準で０．１～１０質量％が好ましく、０．
３～５質量％がより好ましい。また、耐摩耗剤としてジチオリン酸亜鉛を用いる場合、該
ジチオリン酸亜鉛の組成物全量基準の含有量は、リン原子換算で、０．００５～０．２質
量％が好ましく、０．０１～０．１５質量％がより好ましい。
【００６４】
（極圧剤）
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　極圧剤としては、トリチオリン酸トリアルキル、トリチオリン酸トリアリール、トリチ
オリン酸トリアラルキル等のチオリン酸エステル系極圧剤；リン酸トリアルキル、リン酸
トリアリール、ホスホン酸トリアルキル、亜リン酸トリアルキル、亜リン酸トリアリール
、亜リン酸水素ジアルキル等のリン酸エステルや亜リン酸エステル、あるいはこれらのア
ミン塩等のリン系極圧剤；炭素数３～６０のカルボン酸又はジカルボン酸のアルカリ金属
塩、アルカリ土類金属塩等の有機金属系極圧剤等が挙げられ、これらを単独で、又は複数
種を組み合わせて用いることができる。
【００６５】
　極圧剤の含有量は、潤滑性及び安定性の観点から、潤滑油組成物の全量基準で０．００
１～５質量％が好ましく、０．００５～３質量％がより好ましい。
【００６６】
（非硫黄系酸化防止剤）
　非硫黄系酸化防止剤としては、モリブデン系酸化防止剤、フェノール系酸化防止剤、ア
ミン系酸化防止剤等を好適に使用することができる。
　モリブデン系酸化防止剤としては、例えば、三酸化モリブデン及び／又はモリブデン酸
とアミン化合物とを反応させてなるモリブデンアミン錯体等が挙げられる。
【００６７】
　フェノール系酸化防止剤としては、従来内燃機関用潤滑油の酸化防止剤として使用され
ている公知のフェノール系酸化防止剤の中から、任意のものを適宜選択して用いることが
でき、例えば、２，６－ジ－ｔ－ブチル－４－メチルフェノール、２，６－ジ－ｔ－ブチ
ル－４－エチルフェノール、オクタデシル－３－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロ
キシフェニル）プロピオネート等のアルキルフェノール系酸化防止剤等のモノフェノール
系酸化防止剤；４，４'－メチレンビス（２，６－ジ－ｔ－ブチルフェノール）、２，２'
－メチレンビス（４－エチル－６－ｔ－ブチルフェノール）等のジフェノール系酸化防止
剤；ヒンダードフェノール系酸化防止剤等が挙げられる。
【００６８】
　また、アミン系酸化防止剤としては、従来内燃機関用潤滑油の酸化防止剤として使用さ
れている公知のアミン系酸化防止剤の中から、任意のものを適宜選択して用いることがで
き、例えば、ジフェニルアミン、炭素数３～２０のアルキル基を有するアルキル化ジフェ
ニルアミン等のジフェニルアミン系酸化防止剤；α－ナフチルアミン、炭素数３～２０の
アルキル置換フェニル－α－ナフチルアミン等のナフチルアミン系酸化防止剤等が挙げら
れる。
【００６９】
　非硫黄系酸化防止剤は、上記の中から単独で、又は複数種を組み合わせて用いてもよい
。
　非硫黄系酸化防止剤の含有量は、効果及び経済性のバランスなどの点から、潤滑油組成
物全量基準で、０．０５～７質量％が好ましく、０．０５～５質量％がより好ましい。
【００７０】
（消泡剤）
　消泡剤としては、シリコーン系消泡剤、フルオロシリコール系消泡剤、及びフルオロア
ルキルエーテル系消泡剤等が挙げられ、これらを単独で、又は複数種を組み合わせて用い
ることができる。
　消泡剤の含有量は、効果及び経済性のバランスなどの点から、潤滑油組成物全量基準で
、０．００５～２質量％が好ましく、０．０１～１質量％がより好ましい。
【００７１】
（他の添加剤）
　本発明の火花点火式内燃機関用潤滑油組成物には、本発明の目的を損なわない範囲で、
必要に応じ、さらに他の添加剤を配合することができる。
　他の添加剤としては、例えば石油スルフォネート、アルキルベンゼンスルフォネート、
ジノニルナフタレンスルフォネート、アルケニルコハク酸エステル、及び多価アルコール
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エステル等の防錆剤；腐食防止剤；ポリオキシエチレンアルキルエーテル、ポリオキシエ
チレンアルキルフェニルエーテル、及びポリオキシエチレンアルキルナフチルエーテル等
のポリアルキレングリコール系非イオン系界面活性剤等の界面活性剤；ベンゾトリアゾー
ル系、トリルトリアゾール系、チアジアゾール系、及びイミダゾール系化合物等の金属不
活性化剤；エチレン－酢酸ビニル共重合体、塩素化パラフィンとナフタレンとの縮合物、
塩素化パラフィンとフェノールとの縮合物、ポリメタクリレート、ポリアルキルスチレン
等の流動点降下剤；各種オレフィン、ジエン、トリエン等の脂肪族不飽和化合物、二重結
合を持ったテルペン類等の酸素捕捉剤；等を挙げることができる。
　上記他の添加剤は、本発明の目的を損なわない範囲内の量で適宜潤滑油組成物に配合す
ることができる。
【００７２】
　＜火花点火式内燃機関用潤滑油組成物の性状＞
　本発明の実施形態に係る潤滑油組成物のＮｏａｃｋ蒸発減量は１０質量％以上が好まし
く、１０～１５質量％がより好ましい。Ｎｏａｃｋ蒸発減量が１０質量％以上であると低
燃費性能に寄与する十分な低粘度化が得られ、１５質量％以下であると過度のオイル上が
りを抑制することができ、点火式内燃機関の燃焼状態の悪化の優れた防止効果が得られる
。ここで、Ｎｏａｃｋ蒸発減量は、ＪＰＩ－５Ｓ－４１－２００４に準拠して測定される
値である。
【００７３】
　本発明の実施形態に係る潤滑油組成物の１００℃における動粘度は、１０ｍｍ２／ｓ以
下であることが好ましく、３～１０ｍｍ２／ｓがより好ましい。動粘度が１０ｍｍ２／ｓ
以下であると十分な低燃費性能が得られ、３ｍｍ２／ｓ以上であると過度のオイル上がり
を抑制することができ、点火式内燃機関の燃焼状態の悪化の優れた防止効果が得られる。
ここで、１００℃の動粘度は、ＪＩＳ　Ｋ　２２８３に規定される「石油製品動粘度試験
方法」に準拠して測定される値である。
【００７４】
　本発明の実施形態に係る潤滑油組成物の硫酸灰分は、十分な低燃費性能が得られ、また
は点火式内燃機関の燃焼状態の悪化の優れた防止効果を得る観点から、組成物全量基準で
１．０質量％以下であることが好ましく、０．４～１．０質量％がより好ましく、０．５
～１．０質量％が更に好ましい。ここで硫酸灰分とは、ＪＩＳ　Ｋ　２２７２の５．「硫
酸灰分試験方法」に規定される方法により測定される値であり、試料を燃やして生じた炭
化残留物に硫酸を加えて加熱し、恒量にした灰分をいい、通常潤滑油組成物中の金属系添
加剤の大略の量を知るために用いられる。
【００７５】
　本発明の実施形態に係る潤滑油組成物の１５０℃におけるＨＴＨＳ粘度は、１．０～５
ｍＰａ・ｓが好ましく、１．０～４ｍＰａ・ｓがより好ましく、１．５～３ｍＰａ・ｓが
更に好ましい。
　１５０℃におけるＨＴＨＳ粘度が１．０ｍＰａ・ｓ以上であれば、潤滑性能を良好とす
ることができ、５ｍＰａ・ｓ以下であれば、低温での優れた粘度特性が得られるとともに
、優れた省燃費性も得られる。１５０℃におけるＨＴＨＳ粘度は、エンジンの高速運転時
の高温領域下での粘度として想定することもでき、上記範囲に属していれば、該潤滑油組
成物は、エンジンの高速運転時を想定した高温領域下での粘度等の各種性状が良好である
といえる。
　１５０℃におけるＨＴＨＳ粘度は、ＡＳＴＭ　Ｄ　４７４１に準拠して測定された、１
５０℃における高温高せん粘度の値であって、具体的には、実施例に記載の測定方法によ
り得られる値である。
【００７６】
　＜火花点火式内燃機関用潤滑油組成物の製造方法＞
　本発明の実施形態に係る潤滑油組成物の製造方法は、ピストンリングを有するピストン
を備え、該ピストンリングにかかる張力の該ピストンあたりの合計張力が１００Ｎ以下で
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ある火花点火式内燃機関に用いられる潤滑油組成物の製造方法であって、基油に、（Ａ）
カルシウム系清浄剤と、（Ｂ１）ナトリウム系添加剤、及び（Ｂ２）マグネシウム系添加
剤から選ばれる少なくとも一種と、（Ｃ）無灰硫黄系添加剤とを、該（Ａ）成分のカルシ
ウム原子換算の含有量が、該潤滑油組成物の全量基準で０．１５質量％以下であり、該（
Ｂ１）成分のナトリウム原子換算の含有量、及び該（Ｂ２）成分のマグネシウム原子換算
の含有量の合計が、該潤滑油組成物の全量基準で０．２質量％以下であり、該（Ｃ）成分
の硫黄原子換算の含有量が、該潤滑油組成物の全量基準で０．０１質量以上、になるよう
に配合することを特徴とするものである。
【００７７】
　火花点火式内燃機関用潤滑油組成物を製造するに際し、少なくとも上記（Ａ）成分、（
Ｂ１）成分、（Ｂ２）成分、及び（Ｃ）成分が上記含有量の範囲で配合されていればよく
、（Ｄ）有機モリブデン系添加剤、また本発明の効果を妨げない範囲で、粘度指数向上剤
、分散剤、耐摩耗剤、極圧剤、非硫黄系酸化防止剤、及び消泡剤から選ばれる少なくとも
一種の添加剤、さらには他の添加剤等を配合してもよい。（Ａ）成分、（Ｂ１）成分、（
Ｂ２）成分、（Ｃ）成分、また必要に応じて添加する（Ｄ）成分、さらにその他の添加剤
は、別途混合された後、この混合物を基油に導入してもよいし、それぞれを基油に逐次添
加し混合してもよい。なお、この場合の添加順序は問わない。
【００７８】
　＜火花点火式内燃機関及び該火花点火式内燃機関の潤滑方法＞
　本実施形態に係る火花点火式内燃機関１を、図１を用いて説明する。
　本実施形態における火花点火式内燃機関１には、ガソリンエンジンが含まれる。火花点
火式内燃機関に用いられる燃料としては、第１種石油類に分類される燃料油のほか、石油
、バイオマスエタノール、アルコール燃料、液化石油ガス、天然ガス、合成ガス、水素燃
料、バイフューエル等が挙げられる。
　火花点火式内燃機関１は、シリンダブロック１１、シリンダブロック１１に組み込まれ
たピストンクランク機構１２、及びシリンダブロック１１内への混合気の吸気及び燃焼ガ
スの排気を行う動弁機構１３を有する。
【００７９】
　シリンダブロック１１は、シリンダ２１とクランクケース２２とを備える。火花点火式
内燃機関１は、シリンダ２１の上部に、点火プラグＦを有する。また、ピストンクランク
機構１２は、ピストン２３と、クランクシャフト２４とを有する。ピストン２３には、ピ
ストンリング３０が配置されている。ピストンリング３０は、トップリング３１、セカン
ドリング３２、オイルリング３３から構成されている。火花点火式内燃機関１では、ピス
トンリング３０にかかる張力のピストンあたりの合計張力は、１００Ｎ以下に設定されて
いる。
【００８０】
　ピストンリング３０にかかる張力のピストンあたりの合計張力とは、複数のリングのそ
れぞれにかかる張力の合計したものである。例えば、図１に示す火花点火式内燃機関１に
おいては、トップリング３１、セカンドリング３２及びオイルリング３３の各ピストンリ
ングに係る張力（ｎ）を合計したものである。ここで、ピストンリングにかかる張力は、
ＪＩＳ　Ｂ　８０３２－２の「接線張力の測定方法」に準拠して測定した値である。
【００８１】
　また、火花点火式内燃機関１は、潤滑油組成物Ｌを有する。潤滑油組成物Ｌは、クラン
クケース２２内のオイルパン４１或いはオイルタンク（図示せず）に貯蔵されており、火
花点火式内燃機関１の稼働に伴って、ピストンクランク機構１２及び動弁機構１３等を循
環し、これら各部を潤滑及び冷却している。火花点火式内燃機関１では、潤滑油組成物Ｌ
として、上述した本発明の実施形態に係る火花点火式内燃機関用潤滑油組成物が適用され
る。
　すなわち、上述した火花点火式内燃機関用潤滑油組成物によって、ピストンリング３０
にかかる張力のピストンあたりの合計張力が１００Ｎ以下である火花点火式内燃機関１を
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潤滑する方法は、本発明に含まれる。
【００８２】
　上述のように、本実施形態における火花点火式内燃機関では、ピストンリング３０にか
かる張力のピストンあたりの合計張力が１００Ｎ以下である。このような低張力の内燃機
関では、クランクケース２２から燃焼室Ｃへのオイル上がりが発生しやすい。これに対し
て、本実施形態に係る火花点火式内燃機関用潤滑油組成物は、オイル上がりが発生しても
、冷炎の発生タイミングを遅らせることができる。また、火花点火式内燃機関のピストン
リングにかかる張力のピストンあたりの合計張力を低下させることができれば、該火花点
火式内燃機関を自動車に装備した場合には、該自動車の燃費性能の向上を図ることができ
る。このため、ピストンリング３０にかかる張力のピストンあたりの合計張力が９５Ｎ以
下、さらには９０Ｎ以下の低張力の火花点火式内燃機関に、好ましく用いることができる
。
　一方、ピストンリング３０にかかる張力のピストンあたりの合計張力の下限値は、特に
限定されるものではないが、５Ｎ以上が好ましく、１０Ｎ以上がより好ましく、１５Ｎ以
上が更に好ましい。下限値が５Ｎ以上であると、オイル上がりが生じにくくなる。
【実施例】
【００８３】
　次に、実施例により本発明を具体的に説明するが、本発明はこれらの例によって何ら制
限されるものではない。以下の実施例等において、潤滑油組成物の性状の測定、性能評価
は、下記のように行った。
［評価方法］
＜潤滑油組成物の性状＞
　基油、添加剤及び潤滑油組成物の各性状は、以下の方法で測定した。
（１）潤滑油組成物のＮｏａｃｋ蒸発減量
　ＪＰＩ－５Ｓ－４１－２００４に準拠して測定した。
（２）動粘度
　ＪＩＳ　Ｋ２２８３－２０００に規定される「石油製品動粘度試験方法」に準拠して４
０℃、１００℃における動粘度を測定した。
（３）１５０℃におけるＨＴＨＳ粘度（高温高せん断粘度）
　ＡＳＴＭ　Ｄ　４７４１に準拠して、対象となる潤滑油組成物について、１５０℃で、
せん断速度１０６／ｓにて、せん断した後の粘度を測定した。
（４）塩基価
　ＪＩＳ　Ｋ２５０１「石油製品及び潤滑油－中和価試験法」　塩酸法に準拠して測定し
た。
（５）カルシウム原子、ナトリウム原子、マグネシウム原子、硫黄原子、リン原子、ホウ
素原子、モリブデン原子の含有量
　ＪＰＩ－５Ｓ－３８－９２に準拠して測定した。
（６）窒素原子の含有量
　ＪＩＳ　Ｋ２６０９に準拠して測定した。
【００８４】
＜燃焼性試験＞
　燃焼性試験に用いた火花点火式内燃機関の仕様及び運転条件を以下に示す。
（１）ボア径　８５ｍｍ
（２）ストローク長　７０ｍｍ
（３）排気量　３９７ｃｍ２
（４）圧縮比　８：１
（５）エンジン回転数　１４００ｒｐｍ
（６）空燃比　理論空燃比
（７）点火時期　－５°ａＴＤＣ
【００８５】
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　上記機関にシリンダヘッドに小型の石英窓を設け、燃焼室右端部にキセノン光源からの
光を透過させることにより、末端部での吸光測定を実施した。燃焼室を透過したキセノン
光を、光ファイバによって分光器に導き、２９３．１ｎｍの波長に分光した。この波長は
、ホルムアルデヒドに強い吸収が起こる波長である。ホルムアルデヒドは、冷炎発生時に
生成され、青炎への移行と熱炎の発生とともに急激に減少する重要な化学種である。分光
した光を光電子増倍管によって電気信号に変換し、反応が起こっていない状態での透過光
強度Ｅ０と、任意のクランク角度での透過光強度Ｅ１を用い、吸光度を（Ｅ０－Ｅ１）／
Ｅ０と定義して算出した。この吸光度が増大を開始する時期を冷炎発生時期、吸光度が急
激に減少する時期を自着火時期と定義した。また、燃焼室内に圧力センサを設け、ノッキ
ング時に発生する圧力振動の振幅を測定し、ノック強度の指標とした。
【００８６】
　往復ピストンを備えた内燃機関では、燃料と酸化剤とからなる混合気は、シリンダ内部
においてピストンで圧縮されて、温度及び圧力が上昇する。このとき、明確な発熱を伴う
本来の着火が生じる前に、圧縮によって混合気が自ら着火する燃焼、すなわち低温度自着
火が起こっている。この低温度自着火には、冷炎、青炎と呼ばれる低温度炎が発現する段
階があり、活性化学種が生成され、急激な発熱を伴う熱炎の発生と伝播に至る。
　火花点火式内燃機関においては、電気火花等の点火源により強制的に活性化学種が提供
され、熱炎の発生と伝播に至っている。このため、低温度自着火反応の進行が、点火に由
来する熱炎の発生及び伝播よりも早い場合、燃焼状態の悪化や、急激な圧力振動が発生す
る。そして、この急激な圧力振動の発生がノッキングの原因となっていることから、上記
のように、ノッキング時に発生する圧力振動の振幅を測定し、ノック強度の指標とした。
【００８７】
　上記機関を暖気運転し点火栓座金温度を４４０～４８０Ｋとした後、表１～３に示す試
験例１～１３の試料組成で配合した試料を、燃料噴射器を通じて強制的に燃焼室に導入し
、燃料油を該試料に置換し燃焼させた。潤滑油基油は燃料油と比較して高粘度であり、潤
滑油組成物を燃料噴射器で噴霧することは困難であるため、潤滑油基油の代わりにオクタ
ン価５０の燃料油であるＰＲＦ５０に添加剤を混合し、表１～３に示す試験例１～１３の
試料組成で配合した試料とした。
【００８８】
　クランク室からのオイル上がりにより燃焼室内へ潤滑油組成物が侵入する量は、恒常的
でなく、確率に支配されるところが大きい。そして、偶発的に大量の潤滑油組成物が燃焼
室内に侵入し、潤滑油組成物そのものの液滴が燃焼室内部で飛散した際に、潤滑油組成物
が燃焼に与える影響が最大になる。そのため、特定の性状の液滴を燃焼室内部に強制的に
飛散させ、燃焼状態を解析することによって、組成物が与え得る最大の影響を評価するこ
とができる。そこで、本燃焼試験では、ピストンリングにかかる張力のシリンダあたりの
合計張力が１００Ｎ以下であるような低張力であり、オイル上がりが発生しやすい火花点
火式内燃機関において、偶発的に大量の潤滑油組成物が燃焼室内に侵入した場合を想定し
、上記のように、試料を強制的に燃焼室に導入した。
　なお、燃焼性試験に用いた火花点火式内燃機関には、一般的な潤滑油組成物がクランク
室等に充填されているが、該潤滑油組成物のクランク室から燃焼室内への侵入は制限され
ているため、本試験下への影響を考慮する必要はない。
【００８９】
　潤滑油基油と燃料油は双方とも炭化水素であることから、添加剤との反応性についての
相違は小さく、一定濃度の有機金属系添加剤を含有する燃料油の液滴が燃焼に与える影響
は、該添加剤を含む潤滑油基油の液滴が燃焼室内に飛散した場合と近いと考えられる。そ
のため、該試験の結果、所定の添加剤を含む燃料油が燃焼に影響を与えていなければ、該
所定の添加剤を同様に含む潤滑油組成物が燃焼室に侵入した場合であっても、燃焼に影響
を与えないと判断できる。反対に、燃焼に影響を与えていれば、実機にて潤滑油組成物と
して燃焼室に侵入すると、燃焼に影響を与える可能性があると判断できる。
【００９０】
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　総合評価は、以下の基準で行った。評価がＡ及びＢの場合、冷炎の発生時期が通常の火
花放電のタイミングと同等又は近く、圧力振動の値が低いため、燃焼状態の悪化が抑制さ
れ、ノッキングが抑制されているといえる。一方、評価がＣの場合、炎の発生時期が通常
の火花放電のタイミングよりも早く、圧力振動の値が高いため、燃焼状態が悪化し、ノッ
キングが促進されているといえる。
＜総合評価の基準＞
Ａ：基準試料と比較して冷炎の発生時期が早期化せず、圧力振動の増加が基準対比０．０
４以下である。
Ｂ：基準試料と比較して冷炎の発生時期は早期化するが、圧力振動の増加が基準対比０．
０４以下である。
Ｃ：基準試料と比較して冷炎の発生時期が早期化し、圧力振動の増加が基準対比０．０４
超である。
【００９１】
【表１】

【００９２】

【表２】

【００９３】
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【表３】

【００９４】
　なお、使用した各添加剤は以下の通りである。
・燃料油：ノルマルヘプタンとイソオクタンの等量混合物（ＰＲＦ５０）
・（Ａ）成分：カルシウム系清浄剤：Ｃａサリシレート（Ｃａ含有量７．８質量％、塩基
価２２５ｍｇＫＯＨ／ｇ）
・（Ｂ１）成分：ナトリウム系清浄剤：Ｎａスルホネート（Ｎａ含有量１６．３質量％、
塩基価：４６０ｍｇＫＯＨ／ｇ）
・（Ｂ２）成分：マグネシウム系清浄剤：Ｍｇサリシレート（Ｍｇ含有量：６．９質量％
、塩基価：３００ｍｇＫＯＨ／ｇ）
【００９５】
　表１の結果から、（Ｂ１）ナトリウム系添加剤はナトリウム原子換算の含有量が０．２
１質量％以下において冷炎の発生時期が早期化せず、また圧力振動の増加が抑えられてい
ることが分かる。表２の結果から、（Ｂ２）マグネシウム系添加剤はマグネシウム原子換
算の含有量が０．２２質量％未満において冷炎の発生時期が早期化せず、また圧力振動の
増加が抑えられていることが分かる。また、表３の結果から、（Ａ）カルシウム系清浄剤
はカルシウム原子換算の含有量が０．２２質量％未満において冷炎の発生時期が早期化す
るものの、圧力振動の増加が抑えられていることが分かる。これらの結果から、潤滑油組
成物における（Ａ）成分、（Ｂ１）成分、及び（Ｂ２）成分の含有量を各々上記範囲内に
設定すれば、点火式内燃機関の燃焼状態の悪化を防止し得ることが分かる。
【００９６】
（ホットチューブ試験（２８０℃））
　試験温度を２８０℃に設定し、試験時間を１６時間とし、その他の条件については、Ｊ
ＰＩ－５Ｓ－５５－９９に準拠して測定した。また、試験後の評点はＪＰＩ－５Ｓ－５５
－９９に準拠してテストチューブに付着したラッカーを０点（黒色）～１０点（無色）で
０．５点ごとに評価し、数字が大きいほど堆積物が少なく清浄性が良好であることを示す
。評点は、７以上を合格とする。
【００９７】
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【表４】

【００９８】
　表中、質量％（Ｃａ）、質量％（Ｎａ）、質量％（Ｍｇ）、及び質量％（Ｓ）は、各々
カルシウム（Ｃａ）原子換算、ナトリウム（Ｎａ）原子換算、マグネシウム原子換算（Ｍ
ｇ）、及び硫黄（Ｓ）原子換算の潤滑油組成物の全量基準の含有量である。
＊１，マグネシウム原子（Ｍｇ）及び／又は該ナトリウム原子（Ｎａ）とカルシウム原子
（Ｃａ）との質量比［（Ｍｇ及び／又はＮａ）／Ｃａ］のことである。
＊２，１５０℃ＨＴＨＳ粘度が２．３ｍＰａ・ｓとなる量とした。
【００９９】
　使用した各添加剤は以下の通りである。
・基油：パラフィン系鉱物油（１００℃における動粘度：４．１ｍｍ２／ｓ、４０℃にお
ける動粘度：１７．８ｍｍ２／ｓ、粘度指数：１３４）
・（Ａ）成分：カルシウム系清浄剤：Ｃａサリシレート（Ｃａ含有量７．８質量％、塩基
価２２５ｍｇＫＯＨ／ｇ）
・（Ｂ１）成分：ナトリウム系清浄剤：Ｎａスルホネート（Ｎａ含有量１６．３質量％、
塩基価：４６０ｍｇＫＯＨ／ｇ）
・（Ｂ２）成分：マグネシウム系清浄剤：Ｍｇサリシレート（Ｍｇ含有量：６．９質量％
、塩基価：３２０ｍｇＫＯＨ／ｇ）
・（Ｃ）成分１：ジアルキルジチオカーバメート（硫黄含有量：３０．３質量％、窒素含
有量：６．６質量％）
・（Ｃ）成分２：ジアルキルチオジプロピオネート（硫黄含有量：５．６質量％）
・（Ｃ）成分３：硫黄含有フェノール（硫黄含有量：１１．０質量％）
・（Ｃ）成分４：ヒドロキシベンジルサルファイド（硫黄含有量：６．８質量％）
・（Ｃ）成分５：ベンゾチアゾール（硫黄含有量：８．９質量％、窒素含有量：４．７質
量％）
・（Ｄ）成分：ジチオカルバミン酸モリブデン（ＭｏＤＴＣ、Ｍｏ含有量：１０質量％）
・分散剤１：高分子アルケニルコハク酸イミド（塩基価：２４ｍｇＫＯＨ／ｇ、窒素含有
量：１質量％）
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・分散剤２：ホウ素化アルケニルコハク酸イミド（塩基価：２５ｍｇＫＯＨ／ｇ、ホウ素
含有量：１．３質量％）
・耐摩耗剤：ジチオリン酸亜鉛（亜鉛含有量：８．９質量％、リン含有量：７．４質量％
、硫黄含有量：１５．０質量％）
・粘度指数向上剤：ポリメタクリレート（ＰＭＡ、Ｍｗ＝５１０，０００、樹脂分濃度１
９質量％）
・その他添加剤：ジフェニルアミン、アルキルフェノール、銅不活性化剤、シリコーン系
消泡剤、ポリメタクリレート系流動点降下剤
【０１００】
　上記表１～３の結果から、オイル上がりが起こったとしても、最も多く見積もって、シ
リンダの燃焼室内に表１～３に表す添加剤量が含まれた場合であっても、燃焼状態の悪化
が起こらないことが確認された。このことから、燃焼状態の悪化が起こらない組成物とし
て、表４に示される潤滑油組成物を調製した。
　表４に示した、実施例１～８の潤滑油組成物によれば、（Ａ）カルシウム系清浄剤と、
（Ｂ１）ナトリウム添加剤及び／又は（Ｂ２）マグネシウム添加剤と、種々の（Ｃ）無灰
硫黄系添加剤とを所定配合比で配合した潤滑油組成物が、優れた清浄性を有しており、ま
た表１～３の結果から、点火式内燃機関の燃焼状態の悪化の優れた防止効果を有すること
が確認された。
　一方、（Ｃ）無灰硫黄系添加剤を含まない比較例１の潤滑油組成物、（Ｃ）無灰硫黄系
添加剤を含むものの、（Ｂ１）ナトリウム添加剤及び（Ｂ２）マグネシウム添加剤を含ま
ない比較例２の潤滑油組成物は、清浄剤に劣ることが確認された。また、実施例と比較例
１との対比（特に実施例２と比較例１との対比）から、（Ｃ）無灰硫黄系添加剤を、（Ａ
）カルシウム系清浄剤と、（Ｂ１）ナトリウム添加剤及び／又は（Ｂ２）マグネシウム添
加剤と組み合わせて使用することにより、清浄性がより向上するという効果が確認された
。
【符号の説明】
【０１０１】
　１　火花点火式内燃機関、１１　シリンダブロック、１２　ピストンクランク機構、１
３　動弁機構、２１　シリンダ、２２　クランクケース、２３　ピストン、２４　クラン
クシャフト、３０　ピストンリング、３１　トップリング、３２　セカンドリング、３３
　オイルリング、４１　オイルパン、Ｃ　燃焼室、Ｆ　点火プラグ、Ｌ　潤滑油組成物
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